
令和 5年 (ラ )第 872号 移送決定に対する抗告事件 (原審・東京地方裁判所令和

5年 (モ )第 489号、基本事件・同裁判所令和 5年 (ワ )第 1801号 )

アメリカ合衆国 02445 マサチ■―セ ッツ州 ブル ックライン ワシン

5    トン通 り44 アパー トメン ト218

抗告人 (基本事件原告)  木   下   喬   弘

(以下 「抗告人木下」 とい う。)

大阪府豊中市新千里南町 1丁 目 1番 70号 千里中央 リバーガーデンあか り絵

のみち601号

lo         抗告人 (基本事件原告)  忽   那   賢   志

(以下 「抗告人忽那」とい う。)

上記両名訴訟代理人弁護士  山   本   飛   翔

兵庫県宝塚市安倉南 1-6-5

相手方 (基本事件被告)  宮   澤   大   輔

1 本件抗告をいずれも棄却する。

2 抗告費用は抗告人 らの負担 とする。

第 1 抗告の趣旨

詢  1 原決定を取 り消す。

2 相手方の移送申立てを却下する。

第 2 事案の概要

1 基本事件は、抗告人 らが、相手方のTwitter(以 下 「ツイッター」とい

う。)上の 14件の投稿記事 (訴状別紙の投稿記事 目録 1～ 14。 以下、個別にい

25   うときは「投稿記事 1」 などと表記する。)に より、抗告人 らの名誉権又は名誉感

情が侵害されたと主張 して、相手方に対 し、不法行為に基づ く損害賠償金各 20

定決
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由理



0万円と遅延損害金の支払を求めた事案である。

抗告人 らは、東京地方裁判所に基本事件の訴えを提起 したところ、相手方は、

民訴法 16条 1項又は 17条 に基づき、基本事件を相手方の住所を管轄する神戸

地方裁判所伊丹支部に移送するよう求めた。

5  2 原審は、基本事件を神戸地方裁判所に移送する旨の決定をした。

3 抗告人 らが、原決定を不服 として、本件抗告を提起 した。抗告理由は、別紙即

時抗告申立書の「第 3 抗告の理由」及び別紙抗告人第 1主張書面のとお りであ

る。

第 3 当裁判所の判断

10    当裁判所も、基本事件を神戸地方裁判所に移送すべきと判断する。理由は以下

のとお りである。

1 基本事件の管轄裁判所について

(1)民訴法 4条 1項 (普通裁判籍)に よる管轄裁判所

基本事件被告の住所地は兵庫県宝塚市であるから、民訴法 4条 1項により、

15    神戸地方裁判所が管轄権を有する。

12)民訴法 5条 1号 (財産権上の訴え)、 同条 9号 (不法行為に関する訴え)及び

同法 7条 (併合請求における管轄)に よる管轄裁判所

ア 抗告人らは、民訴法 5条 9号の「不法行為があつた地」は不法行為の行わ

れた地のみならず損害発生地も含む ところ、相手方のツイ ッターの投稿記事

"     は東京地方裁判所の管轄区域内で閲覧可能であ り、したがつて、同区域内は

損害発生地 と言えるから、東京地方裁判所に民訴法 5条 9号の管轄権がある

と主張する。

しか しながら、民訴法 5条 9号が 「不法行為に関する訴え」を不法行為地

を管轄する裁判所に提起することができるとして、特別裁判籍を認めた趣旨

25     は、不法行為地には不法行為に関する証拠が存するから、不法行為地を管轄

する裁判所に訴え提起を認めることが審理の便宜に資するとい う点、不法行



為地に被害者の住所地があることが多いから、不法行為地を管轄する裁判所

に訴え提起を認めることが迅速な被害の回復に資するとい う点にあると解

される。

そ して、ツイッター上の投稿記事をインターネ ッ トで閲覧することができ

る場所を損害発生地 として民訴法 5条 9号による管轄権を認めるとすれば、

その場所が 日本国内であれば 日本全国の全ての裁判所に管轄権が認められ

得ることになるが、そのような解釈は、特別裁判籍を認めた上記趣 旨に沿わ

ないとい うべきである。また、被告が自身の住所地 (民訴法 4条の普通裁判

籍)でも、義務履行地 (民訴法 5条 1号)でもない土地を管轄する裁判所で

応訴を強いられる可能性があ り (民訴法 17条による移送が認められるとは

限 らない。)、 予測可能性、当事者の衡平の観点からも相当性を欠 く。

以上によれば、基本事件について、東京地方裁判所には民訴法 5条 9号に

よる管轄権はないとい うべきであり、抗告人 らが種々主張するその余の点を

検討 しても、上記判断は左右 されない。

イ 基本事件の うち、抗告人忽那を原告、相手方を被告 とする部分について

抗告人忽那の住所地は大阪府豊中市であるから、民訴法 5条 1号及び同条

9号により、同市を管轄する大阪地方裁判所が管轄権を有する。

ウ 基本事件の うち、抗告人木下を原告、相手方を被告 とする部分について

抗告人木下はアメリカ在住であり、日本国内には住所がなく、したがつて、

民訴法 5条 1号及び同条 9号による管轄裁判所はない。

もつとも、抗告人木下は、抗告人忽那 とともに基本事件の訴えを提起 して

いる (主観的共同訴訟 )。 そ して、抗告人木下の請求の うち、投稿記事 13、

14に関する部分は、ツイ ッター上の各投稿記事で抗告人 ら両名の名誉感情

を侵害 したと主張するものであるから、少なくとも、投稿記事 13、 14に

ついては、民訴法 7条後段により大阪地方裁判所が管轄権を有する。

基本事件を移送する裁判所について



(1)東京地方裁判所に管轄権がないことは前記 1(2)ア のとお りであるから、管轄

違い (民訴法 16条 1項)に より、管轄裁判所に移送すべきことになる。

そ して、本件では、神戸地方裁判所 と大阪地方裁判所に管轄権があることか

ら (前記 1(1)、 (21イ 及びウ)、 民訴法 17条の趣旨に照 らしていずれの裁判所に

移送するのが相当か検討する。

12)抗告人 らは、東京地方裁判所での審理が認められないのであれば、基本事件

を大阪地方裁判所に移送すべきであると主張する。

そこで検討すると、基本事件では、抗告人らが 14件の投稿記事について名

誉権又は名誉感情の侵害による不法行為を主張 しているのに対 し、相手方は不

法行為の成立を争 うことが予想 され、受訴裁判所は、基本事件を弁論準備手続

又は書面による準備手続 (以下「弁論準備手続等」とい う。)に付 して基本事件

を進行 させることが想定される。そ して、相手方は基本事件を本人訴訟で応訴

していることから、相手方は、弁論準備手続等の期 日に、実際に受訴裁判所に

出頭する必要性が高い。

これに対 し、抗告人 らは弁護士 (抗告人 ら代理人弁護士)に訴訟遂行を委任

していることから、弁論準備手続等の期 日に抗告人 らが実際に出頭する必要性

は高いとはいえない。また、抗告人 らの訴訟代理人は、東京都内の代理人事務

所からウェブ会議や電話会議により弁論準備手続等の期 日に参加す ることが

可能である (仮に、抗告人 ら本人が訴訟代理人 とともに弁論準備手続等の期 日

に出頭する必要性が生 じた場合も、抗告人 らも東京都内の代理人事務所から参

加することが可能である。抗告人忽那は大阪と東京 とを往復する生活を送 り

(甲 2)、 抗告人木下は米国と東京 とを行き来 している (甲 3)のであるから、

東京都内の代理人事務所から弁論準備手続等の期 日に参加するとしても、特段

の不利益は うかがわれない。)。

したがって、訴訟の著 しい遅滞を避け、当事者間の衡平を図るとい う民訴法

17条の趣旨に照 らし、基本事件を移送する裁判所は、相手方の住所地を管轄



する神戸地方裁判所 とするのが相当である。なお、相手方は、神戸地方裁判所

伊丹支部への移送を求めているが、本庁 と支部 との間では、同一裁判所内の事

務分配の問題が生 じるにすぎず、これは管轄の問題ではない。

そ して、抗告人 らが種々主張するその余の点を検討 しても、当裁判所の判断

は左右 されない。

第 4 結論

以上によれば、基本事件を神戸地方裁判所に移送するとした原決定は相当であ

り、本件抗告はいずれも理由がないからこれを棄却することとして、主文のとお

り決定する。

令不日5年 6月 14日

東京高等裁判所第 9民事部

裁判長裁判官     相   澤   員

裁判官

裁判官
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偶り紙)

正希

抗告人

相手方

木下喬弘 外 1名

宮澤大輔

即時抗告申立書

令和 5年 3月 27日

東京高等裁判所  御 中

抗告人代理人弁護士  山  本  飛

別紙当事者 目録記載 の当事者間の東京地方裁判所令和 5年 (モ )第 489号 移送

申立事件 (基本事件 :令和 5年 (ワ )第 1801号 損害賠償等請求事件 )について、

同裁判所が令和 5年 3月 20日 に した後記決定は不服で あるか ら、即時抗告を申 し

立てる。

第 1 原決定の表示

本件を神戸地方裁判所に移送する。

第 2 抗告の趣 旨

1 原決定を取 り消す

2 相手方の移送申立てを却下する

との裁判を求める。

令和σ年(彰)第 lo137号
轟♂
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民事事件館―

第 3 抗告の理由

1 基本事件は東京地方裁判所の管轄に属すること

原決定は、「『不法行為があった地』とは、不法行為を組成する要件事実
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発生した土地をい うのであって、不法行為の行われた地のみな らず損害発生

地を含むと解 される」 (2頁 9～ 11行 )と し、 「東京地方裁判所の管轄区

域内において問題 となった記事を閲覧可能であったことや、実際に閲覧 した

第二者がいたことは うかがわれる」 (2頁 23～ 24行 )と 認定 しつつ も、

「不法行為があつた地」の趣旨について、「『 不法行為があつた地』には不

法行為に関する訴訟資料や証拠方法が存在するのが通常であり、審理におい

て便宜である点及び被害者 もその地に居住 している場合が多く、被害者の提

訴負担の軽減を図る点にある」 (2頁 12～ 15行 )と 解 し、 「『 不法行為

があつた地』に該当す るとい うためには、インターネ ッ トを経由した当該記

事の閲覧が抽象的に可能な場所であることや、当該記事を閲覧 した第二者が

所在 したことでは足 りない」 (2頁 19～ 21行 )と して、基本事件は東京

地方裁判所の管轄に属 さないとする。

しかし、次に述べるとお り、原決定には理由がない。

まず、原決定も認定するとお′り、「不法行為があった地」とは、不法行為を

組成する要件事実の発生 した土地をい うのであつて、不法行為の行われた地

のみならず損害発生地 を含むところ、 「東京地方裁判所の管轄区域内におい

て問題 となつた記事を閲覧可能であつたことや、実際に開覧 した第二者がい

た」以上、抗告人が主張する名誉権又は名誉感情の侵害は、東京地方裁判所

の管轄区域内で発生 してお り、東京地方裁判所の管轄区域内に 「不法行為が

あつた地」があると認められる。

また、「不法行為があつた地」の趣旨について、仮に原決定の認定に従い、

その趣旨が被害者の提訴負担の軽減にあるとするならば、被害者たる抗告人

が東京地方裁判所での審理を望み提訴 しているにもかかわらず、被害者の提

訴負担の軽減に資さないとして、東京地方裁判所の管轄区域内で抗告人が主

張する名誉権又は名誉感情の侵害がなされているにもかかわらず、東京地方

裁判所の管轄区域内に 「不法行為があつた地」はないと解釈することは、民
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事訴訟法 5条 9号の趣 旨に反する解釈と言わざるを得ない。

なお、原決定は、上記解釈の理由の 1つ として、 「被害者 もその地に居住

している場合が多く」 とい うことも挙げるが、不法行為の被害者の居住地に

ついては、民事訴訟法 5条 1号の義務履行地 として管轄が認め られるためて

「不法行為があった地」の解釈において特段の考慮を要する事項ではない。

また、原決定は、被害者の居住地であれば 「不法行為があった地」であると

解釈 しているように見受けられるが、被害者の住所地は不法行為に基づ く損

害賠償の義務履行地であり、民事訴訟法第 5条第 1号 に基づき、財産権上の

訴えとしての管轄が認められることに鑑みれば、仮に申立人の主張のとお り、

被害者の常居所地を基準として結果発生地 と解すると、被害者救済のために

不法行為地に管轄を認めた民事訴訟法第 5条 9号が同条 1号 と別個に設 けら

れている意義の大部分が没却 されて しま う。 さらに、かかる原決定の解釈は、

法の適用に関する通則法 19条が 「他人の名誉又は信用を毀損す る不法行為

によって生ずる債権の成立及び効力は、被害者の常居所地法 (被害者が法人

その他の社団又は財団である場合にあっては、その主たる事業所の所在地の

法)に よる」 として、敢えて特則 として 「常居所地」に限定 しているの対 し、

民事訴訟法 5条 9号が被害者の常居所地に限定する文言を入れていない こと

とも整合 しない。

よつて、東京地方裁判所の管轄区域内に 「不法行為があった地」があ り、

基本事件は東京地方裁判所の管轄に属する。

なお、申立人 らが原告とな り、本件の基本事件 と同じく、Twitter
上の誹謗中傷を理由とする損害賠償請求訴訟を大阪に在住する者を被告 とし

て提起 した別件 (東京地裁令和 4年 (ワ )第 70120号 損害賠償等請求事

件)では、東京地方裁判所に管轄が認められることを当然の前提 として現在

審理がなされている。
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2 東京地方裁判所において審理することが、訴訟の著 しい遅滞を避け、また、

当事者間の衡平を図るために必要であること

原決定は、仮に、基本事件について東京地方裁判所の管轄に属するとい う余

地があるとしても、 「申立人 (注 :本 申立事件の相手方)の住所地を管轄する

神戸地方裁判所 (伊 丹支部)において審理することが、訴訟の著 しい遅滞を避

け、また当事者間の衡平を図るために必要である」 (3頁 22～ 24行 )と 認

定する。

しかし、以下で述べるとお り、東京地方裁判所における審理が便宜であ り、

当事者間の衡平を図るために必要である。

まず、抗告人忽那賢志は、業務において大阪と東京を週に何度 も往復 してお

り、裁判所の開廷時間において、業務地である東京及び大阪のいずれからも離

れている神戸地方裁判所伊丹支部に出頭するよりも、東京地方裁判所に出頭す

る方が簡便である。

また、抗告人木下喬弘については、米国において在住・勤務 しているところ、

日本に帰国する際は、東京に所在する省庁への情報提供やメディアヘの出演を

行 う目的がほとんどであ り、そのために帰国には羽田空港ない し成 田空港を利

用 してお り、神戸地方裁判所伊丹支部に出頭するよりも、東京地方裁判所に出

頭する方が簡便である。

さらに、上記の事情に加え、原決定も認めるとお り、 「不法行為があつた

地」の趣旨は被害者の提訴負担の軽減にあるところ、民事訴訟法 5条 9号に基

づき東京地方裁判所に管轄が認められる場合に、当事者間の衡平を理由に、他

の裁判所 (特 に被告の居住地の管轄裁判所)への移送を容易に認めてしま うと、

原決定も認める、被害者の提訴負担の軽減 という民事訴訟法 5条 9号の趣旨を

没却 しかねない。

なお、原決定は、「本人尋間が必要 となる可能性も否定できない」ことを神

戸地方裁判所 (伊丹支部)に おける審議が便宜である理由の 1つ として挙げる
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が (3頁 9～ 12行 )、 次に述べるとお り失当である。まず、本人尋間につい

ては、裁判所が相当と認めるときには、当事者本人の尋間に代えて書面の提出

をさせることも認められているのであるから (民事訴訟法 278条 )、 民事訴

訟法 277条 に基づく陳述擬制を併せ利用することで、必ず しも兵庫県に居住

する相手方が出頭する必要があるとはいえない (東京地決平成 26年 9月 5日

(平成 26年 (ソ )61号 )参照)。 また、尋問を行 うとしても、争点整理後

の尋問期日は、 1、 2回 で足 りると思われるところ、交通手段の発達 した現代

において、兵庫県内に居住する相手方が東京地方裁判所に出頭することが格別

困難 とまでは言い難いのであるから、直ちに基本事件を東京地方裁判所で審理

す ることによつて、訴訟の著 しい遅滞を生 じるとも、当事者間の衡平を失わせ

る とも認めることができない (東 京地決平成 26年 9月 5日 (平成 26年

(ソ )61号 )参照)。 仮に、これ らにかかわらず、出頭は負担であるとして

も、本人尋間が実施される場合には、原被告間の従前のや りとりの立証や損害

額の立証のために、原被告双方の本人尋間がなされる可能性が高い ところ、仮

に東京地方裁判所での尋間の実施が相手方 (被告)に過大な負担だ とすると、

神戸地方裁判所 (伊丹支部)で尋間を実施すれば、大阪及び米国在住の原告に

とつても過大な負担が生 じることに変わりはなく、当事者間の 「衡平」の観点

か ら決め手になる事情 とはいえず、相手方 (被告)の不利益だけを考慮 してい

る原決定は失当である。             |

よつて、訴訟の著 しい遅滞を避け、また当事者間の衡平を図るために神戸地

方裁判所 (伊丹支部)において審理することが必要とはいえない。

3 予備的主張 (大阪地方裁判所で審理すべきこと)

仮に東京地方裁判所における審理が認められない場合には、抗告人は、予備

的主張として、大阪地方裁判所への移送を求める。

すなわち、抗告人忽那賢志は、大阪府に住所を有するところ、基本事件で抗
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告人忽那賢志が主張する不法行為の損害賠償請求の義務履行地は被害者であ

る忽那賢志の住所地である (民法484条 )。 そのため、民事訴訟法 5条 1

号の義務履行地として、大阪地方裁判所に管轄が認められる。

また、大阪地方裁判所は、相手方の住所である兵庫県に隣接する大阪府に所

在 してお り、原決定の理由付けを考慮 しても、相手方の出頭の負担は大きく

なく、さらに、大阪は抗告人忽那賢志の住所地であるため、不法行為に係る

訴訟資料が大阪地方裁判所の管轄区域内に所在するといえる。また、相手方

の住所地に最 も近い神戸地方裁判所 (伊 丹支部)での審理を認める場合、相

手方の出頭の負担は著 しく小さいところ、申立人代理人の事務所は東京都に

所在するところ、申立人代理人が東京か ら神戸地方裁判所 (伊丹支部)ま で

毎回出頭することは、著 しい負担が生 じる (東京駅か ら神戸地方裁判所伊丹

支部 との往復で、新幹線を利用 して概ね 7時間を要する)と ころ、大阪地方

裁判所での審理であれば、相手方の負担はさほど増加 しない一方、申立人の

負担は若干は軽減 される。なお、原決定は、 「申立人 (注 :本 申立事件の相

手方)は 、現時点では基本事件の訴訟遂行を代理人弁護士に委任 していない

ことからすると、当事者間の衡平については慎重な考慮を要する」 (3頁 1

6～ 18行 )と するが、相手方は以下で示すように、基本事件の対応のため

のカンパを募 っているにもかかわらず、敢えて代理人弁護士に委任 していな

いだけであり、考慮すべき事情 とはいえない。
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Fi  宝塚の富澤大輔医師・コロナワクチン年齢別派Daisuke Miya20...●  …
■  Ⅲblanc0981

こびナビ木下喬弘氏 と忽那賢志氏から名誉案損で提訴されました

私は政府の不正直な説明、子供のワクチンに警鐘を鴫らす目的で全身全霊
で戦って来ました。
内容はこちらです。
皆様のこ支援よろしくお願いいたしま魂

nolc cori

忽那賢志氏と こびナビ本下衝弘氏から連名で名誉棄損で民事訴訟されました __
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そのため、訴訟の著 しい遅滞を避け、また当事者間の衡平を図るために大阪

地方裁判所において審理する必要がある。

よつて、仮に東京地方裁判所で審理すべきではないと判断される場合におい

ては、民事訴訟法 17条 に基づき、基本事件を大阪地方裁判所に移送するの

が相当である。

以  上
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